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家屋の火災危険性は，自宅の出火リスクと他の家屋からの延焼被災リスクとに大別できる．このうち，

自宅出火リスクの低減には自身の心がけが根源的に重要となるが，延焼被災リスクの低減には周辺世帯の

十分な心がけが伴い初めて達成されるものである．このような延焼被災リスクの特徴を十分に認識してい

る個人ならば，自身のみならず周辺世帯の心がけを喚起するような働きかけを行う動機付けを持つはずで

ある．本研究では，このような地域住民による内発的な働きかけ行動に着目し，それを介した延焼被災リ

スクへの心がけの伝播，すなわち「火災危険性低減のための地域防災力の内発的向上」のための方策につ

いて考察する． 
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1. はじめに 
 

地域における火災危険性の低減のためには，各世帯の

出火リスクの低減はもちろんのこと，万一の出火の際に

も周辺世帯への延焼リスクを低減すべく，「覚知時間の短

縮化」，「通報時間の短縮化」，「初期消火の円滑化」など

が地域内で十分に達成されていることが望まれる． 

しかし，消防体制が高度に進展した現在の日本国内に

おいては，大規模震災発生直後などでない限り，常備消

防および消防団による通常の消火活動によって火災は短

時間で消し止められる場合が多く，一般住民の視点から

は多数の家屋に延焼が拡大するような事態は希であると

捉えられている可能性が考えられる．このように，従前

に比して，周辺家屋から間接的に被る延焼被災リスクを

直感的に意識する機会が少なくなっている現状は，すな

わち「覚知時間の短縮化」，「通報時間の短縮化」，「初期

消火の円滑化」などを高度に活性化するための具体の行

動（Table 1参照）が地域住民間で“内発的”に喚起され

にくくなっている状況とも解釈することができよう． 

このような基本認識のもと，本研究は，地域内の延焼

被災リスク低減のための地域防災力が“内発的”に活性

化されるための要件について考察を加えることを目的と

するものである．ここでの“内発的”とは，延焼被災リ

スク軽減行動が，地域外の第三者からの要請により半ば

強制的に喚起されるのではなく，あくまでも地域コミュ

ニティ内の住民による自発的な「働きかけ」によって喚

起されるような状況を指している．したがって，本研究

では，この「周辺世帯の火災延焼軽減行動を喚起するよ

うな働きかけ」に着目して議論を進めることとする． 

 

 

2. 分析フレーム 
 

2.1. 地域防災力の内発的な活性化に関する基本フレー

ムの想定 

防災力の向上が“内発的”であることの重要性につい

ては，これまでにも例えば片田 1),2)や内閣府 3)や文部科学

省 4)などにより強調されており，また，より一般的に内

発的動機付けの重要性については心理学的知見からも古

くから指摘 5)されている．すなわち，公助に限界がある

ので仕方が無く行う防災行動や，単に他者からの規制や

統制などの外発的な動機付けのみを基とする行動の場合

は，その行動は他律的あるいは他者依存的となりやすく，

十分な公助が期待される場合や他者からの規制や統制が

無い場合にはその行動自体も行われなくなってしまうこ

とが懸念される．このような状況を回避し，防災行動が

より安定的かつ持続的であるためには，その行動があく

までも「助かりたい」といった内発的動機付けに基づく
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ことが根源的には重要であるという指摘である．このよ

うな個人を単位とした内発的な防災行動に対して，本研

究で着目する「周辺世帯の火災延焼軽減行動を喚起する

ような働きかけ」は，それ自身は個人単位の行動であっ

ても，その結果として火災延焼軽減行動が他者へと波及

することにおいて，最終的には地域単位での防災力の内

発的な向上へと繋がる可能性を持つ点が特徴的である． 

もとより戸々の家屋の火災危険性は，主として「自宅

の出火による被災（自宅出火リスク）」と「他の家屋の出

火からの延焼被災（延焼被災リスク）」とに大別すること

ができる．前者の自宅出火リスクの低減のためには自身

の心がけが根源的に重要となるが，一方，後者の延焼被

災リスクの低減は，本人の心がけによって達成される部

分はむしろ限定的であり，周辺世帯の十分な心がけが伴

ってはじめて達成されるものである．したがって，自宅

出火リスクに対する自身の心がけを高めることのみなら

ず，このような延焼被災リスクについて十分に意識して

いる個人であるならば，周辺世帯の心がけを喚起するよ

うな働きかけを行う動機付けを持つはずである．このよ

うな働きかけを受けた周辺世帯においても同様な心がけ

が伝播し，このような個人が地域内に多数存在するよう

になるならば，それはすなわち「火災危険性低減のため

の地域防災力の内発的向上」と換言することもできよう． 

本研究では，以上のような認識のもと，地域住民によ

る「周辺世帯の心がけを喚起するような働きかけ（以降，

“他人への働きかけ行動”と呼称）」に着目し，それを介

した延焼被災リスク低減のための地域防災力の内発的な

向上方策に関する考察を行うこととする i)．なお，この

ような延焼リスク軽減のための“他人への働きかけ行動”

が喚起されるための要件について具体的かつ実証的に検

討された事例は，著者の知る限り見あたらない．本研究

では，この点について既存研究の知見を踏まえたうえで

２つの検証仮説を措定し，これについて検討を加えるこ

ととする． 

 

2.2. 検証仮説 

一般的に観て，“地域防災力の内発的向上”を達成すべ

く展開される種々の取り組みの中には，ともすると“他

人への働きかけ行動”は利他的行動として位置づけられ

るものが多いように見受けられる．しかし，上述の通り，

とりわけ火災危険性低減を目的とした地域防災力の内発

的向上に際しては，“他人への働きかけ行動”の動機付け

は利己的行動としても十分に説明が付く点が特徴的であ

る iii)．この点に関連して，たとえば青木ら 6), 7), 8), 9)は，周

辺世帯からの延焼被害という外部性に対して，個人Aの

周辺世帯が実施する防災行動の費用（例えば不燃化改築

費用など）の一部を個人Aが負担することにすら一定の

合理性が認められることを指摘している．この知見に基

づくならば，演繹的に下記のような仮説を想定すること

は可能であろうと思われる． 

 

仮説1：ましてや具体の金銭的費用負担を伴わない「他

人への働きかけ行動」などの行為は容易に実施される

であろう． 

 

ただし，青木らによる議論 6), 7), 8), 9)では，少なくとも「延

焼リスクの外部性の存在」および「周辺世帯の不燃化改

築費用の一部を個人Aが負担することは，個人Aの延焼

リスクの軽減に有効であるということ」という２点を個

人Aは十分に理解していることが前提となっていること

からも明らかなように，本研究においても，下記のよう

な事項が重要となろう． 

 

仮説2：“他人への働きかけ行動”の動機付けを持つた

めには，「観点(a)：周辺世帯からの延焼被災リスクの

存在」を十分に認識したうえで，さらに「観点(b)：“他

人への働きかけ行動”が延焼被災リスクの低減に一定

の効果を持ち得ること」を認識していることが前提条

件となろう 

 

以上のような考え方のもと，本研究では，まず第3章に

おいて，上記(a)(b)の観点について火災延焼シミュレーシ

ョン・モデルによるアウトプットを利用した表現を試み

る．続く第4章では，“他人への働きかけ行動”の動機付

けに関する一般的傾向を調査により把握することで仮説

1 に考察を加えるとともに，前章での延焼シミュレーシ

ョンによるアウトプットを具体に閲覧した場合における

“他人への働きかけ行動”の動機付けの促進効果を観察

することで仮説2に考察を加えることとする． 

 

 

3. 火災延焼シミュレーションを利用した“他人へ

の働きかけ行動”の効果の表現 
 

火災延焼モデルに関しては，既に膨大な研究蓄積があ

る．例えば齋藤らの整理 10)によると，「①延焼速度式（浜

田式 11)），東消式 12), 13), 14), 15), 16), 17)など）」，「②物理的火災延

焼モデル（国土交通省総合技術開発プロジェクト 18)，樋

本 19)，など）」，「③シミュレーション（上記 2 つの実地

域展開）」，「④指標導出型（不燃領域率 20)など）」などに

Table 1 地域住民による延焼被災リスク軽減のための行動 

効果 行動内容の例 

覚知時間の短縮化 住宅用火災警報器の設置 

通報時間の短縮化 消防署への通報の迅速化 

初期消火の円滑化 防火訓練参加による消火栓操作等の時間短縮 
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分類できるとしている．このうち，本研究のような一般

住民への「(1)周辺世帯からの延焼被災リスクの存在」な

らびに「(2)“他人への働きかけ行動”が延焼被災リスク

の低減に一定の効果を持ち得ること」の理解促進を目的

とする場合，①②のような純粋な延焼モデルのみではな

く，③のような実地域展開を指向したシミュレーション

であることが望ましい．また，そこにおいて，常備消防

や消防団の消防活動による影響下にある実情の再現性の

ほか，本研究における考察の主眼であるところの“他人

への働きかけ行動”によって周辺世帯に喚起されると期

待される具体的な行動内容（Table 1参照）が表現し得る

ものとなっていることが重要となる． 

以下では，本研究で構築する火災延焼シミュレーショ

ン・モデルについて，3.1 にて延焼モデルの概要，3.2 に

て消火活動モデルの概要，3.3にて“他人への働きかけ行

動”によって周辺世帯に喚起されると期待される具体的

な行動の表現，ならびに上記を踏まえたシミュレーショ

ンのアウトプットについて言及する． 

 

3.1. 延焼モデルの概要 

本研究では，延焼モデルの基本構造として，国土交通

省総合技術開発プロジェクト｢まちづくりにおける防災

評価・対策技術の開発｣で開発されたモデルを援用するこ

ととする．詳細については文献 18)を参照されたいが，

本研究に関わる部分で特徴的な点を挙げるならば，以下

のようなものが挙げられる． 

・ 延焼の物理的メカニズムを実験データに基づき詳細

に反映していることから，建物間の延焼拡大やその

対策効果を詳細に表現し得る． 

・ シミュレーションは「区画」という空間を単位とし

て進行される．区画とは，建物内の耐火壁により区

切られた一様に燃焼する領域のことであり，この区

画ごとの火災性状と区画間での熱移動の計算により，

隣接区画への延焼可能性が算出される． 

・ 「裸木造／防火造／耐火造」といった家屋構造の違

いによる火災性状の違いが考慮される． 

・ 建物毎の火災性状は，発熱速度Q（kW）の時間的推

移との関連で考慮される．したがって，消火活動モ

デルを追加する場合には，放水タイミングの違いに

よる効果の差異なども考慮されることとなる．また，

周辺住民の覚知タイミングを決定する際には，フラ

ッシュオーバーのタイミング等を利用することが可

能である． 

 

3.2. 放水活動モデルの概要 

前節の延焼モデルで表現されるものは放任火災のみで

ある．ここでは，「(1)常備消防・消防団による消火活動」

および「(2)住民による初期消火活動」の放水活動が火災

性状へ及ぼす影響を表現するモデルを追加する．その基

本構造としては，文献 20)に示す防災科学技術研究所に

よる消火活動モデルを援用することとする．これは，延

焼モデルにより時々刻々と推定される「焼損床面積に係

数を掛けて算出される閾値」に「放水量の総量」が達し

た時点で鎮火の判定となるものである．ここで特徴的な

のは，放水量の増加に伴って火災の進行が抑制される効

果が考慮されている点であり，本稿のような消火活動効

果の表現を意図とする場合には特に適していると考えら

れる．なお，放水量の増加により燃焼の勢いが抑制され

る基本的な関係構造のロジックには前掲の文献 20)を援

用するものの，そこにおいて具体的にどの様な放水活動

が展開されるのかについては，地域の実情に応じて新た

に想定する必要がある．以下では，「(1)常備消防・消防

Table 2 常備消防・消防団の消火活動のパラメータ 

 常備消防のパラメータ 消防団のパラメータ 

①出動準備 所要時間=120秒 所要時間=300秒 

②出動→水利 最短経路を40km/hで移動 （移動距離 x（km）） 

③水利確保，

ホース延長 

水利確保の所要時間＝40秒 

ホース延長の所要時間=7秒（1本あたり） 

ホース接続必要本数=h本（1本20m，最大10本） 

④放水 筒先1口=500リットル/分 

（ポンプ車1台あたり2口放水） 

（ポンプ車出動台数は対象地域の規定に依存） 

放水までの所

要時間（秒） 

Tj=120+x･3600/40 

+MAX(40, 7･h) 

Td=300+x･3600/40 

+MAX(40, 7･h) 

 

Table 3 地域住民の消火活動のパラメータ 

 地域住民のパラメータ 

①火災覚知，通報 出火点の住民による覚知：出火から tp（秒） 

周辺住民による覚知：出火家屋におけるフラッシ

ュオーバー発生時（出火から tf（秒）：外部へ

の火炎噴出により周辺住民も火炎を視認可

能となるタイミング．なお，視認可能範囲は

半径20mとする）． 

通報=火災覚知から ti秒後 

②最寄りの簡易型

屋外消火栓に移動

火災を覚知した場所から，出火点に最も近い簡易

型屋外消火栓へ移動する．移動速度は2m/s． 

（移動距離y（km）） 

③簡易型屋外消火

栓操作，放水活動

場所へ移動 

簡易型屋外消火栓操作=to（秒） 

放水活動場所：簡易型屋外消火栓のホース長

（20m）の範囲の中で出火点へ最も近い地点

で放水活動を行う．そこへの移動速度は

2m/s．（移動距離 z（km）） 

導水範囲：簡易型屋外消火栓の位置から半径40m

以内の範囲 

④放水 60リットル/分（筒先は1口のみ） 

放水までの所要時

間（秒） 

（出火点住民による覚知が最早の場合） 

Tr=tp+y･1000/2+to+z･1000/2 

=tp+to+500･(y+z) 

（周辺住民による覚知が最早の場合） 

Tr=tf+y･1000/2+to+z･1000/2 

=tf+to+500･(y+z) 
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団による消火活動」および「(2)住民による初期消火活動」

の放水活動の表現に際してのパラメータ設定について概

説する． 

 

（1）常備消防・消防団による消火活動 

常備消防および消防団のポンプ車による消火活動は，

火災の第一発見者による通報を受けた時刻をスタート時

点として，①出動準備，②詰所より出動して火災現場の

最寄りの水利へ移動，③水利確保およびホ－ス延長，④

放水，というプロセスを経て放水開始に至るものとする．

これら①～④の各段階に関する各種パラメータは，桐生

市消防本部でのヒアリングに基づいて Table 2 のように

設定した．ここにおいて，常備消防と地域住民などによ

り組織される消防団との消火活動の違いは，通報を受け

てから出動準備に要する時間である①の差異のみとして

おり，その他の設定ついては消防隊と消防団ともに同一

とした．したがって，②の移動距離を x（km）とした場

合の常備消防および消防団の放水までの所要時間は

Table 2の最下行のようになる． 

 

（2）地域住民の活動 

地域住民による消火活動の表現には，樋本ら 21)の消火

活動モデルを参照する．火災の成長の抑制につながり得

る地域住民の行動内容としては，「覚知」，「通報」，「初期

消火」の3種類が想定される．このうち，「初期消火」の

段階において地域住民が使用する器具として，1 人での

操作が可能で初期の火災に対し十分な放水が行える「簡

易型屋外消火栓」をここでは想定する．これらの行動は

Table 1 に示した行動内容に対応するものとなっており，

「①火災覚知，通報」，「②最寄りの簡易型屋外消火栓に

移動」、「③簡易型屋外消火栓操作、ホ－ス延長」，「④放

水」というプロセスを経て放水開始に至るものとする．

これら①～④の各段階に関する各種パラメータは，デフ

ォルト値としてTable 3のように設定した． 

ここにおいて，本研究の主眼であるところの“他人へ

の働きかけ行動”によって周辺世帯に喚起されると期待

される具体的な行動内容（Table 1）については，Table 4

に示すようなかたちで表現されることとした． 

 

3.3. 火災延焼シミュレーションによる“他人への働きか

け行動”の効果表現 

前節までで火災延焼シミュレーション・モデルの基本

構成について概説した．本節では，次章で“他人への働

きかけ行動”の動機付けの促進効果を観察する際に調査

対象者へ提示する具体の資料を作成する． 

 

（1）シミュレーションの実地適用 

火災延焼シミュレーションにおいては，対象となる地

域内の家屋や道路の分布状況のみならず，建物構造区分，

消防水利の分布，簡易型屋外消火栓の分布，地域住民の

居住状況などの条件の違いは，そのまま延焼被災リスク

の違いとなってシミュレーションのアウトプットに反映

されることとなる．このことから，次章にて提示する対

Table 4 地域住民の延焼被災リスク軽減行動による影響 

 行動内容およびパラメータ設定 

覚知時間 「住宅用火災警報器の設置」 

（設置なし）出火点の住民が tp=120秒で覚知する． 

（設置あり）出火点の住民は tp=60 秒で覚知する．同時

にその音声に気づいた周囲 20m の周辺世帯も tp=60

秒で覚知する． 

通報時間 「消防署への通報の迅速化・遅延化」 

ti=600秒，ti=0秒 

初期消火の

所要時間 

「防火訓練参加等による初期消火（簡易型屋外消火栓操

作）の円滑化・遅延化」 

to=30秒, 60秒, 90秒, 120秒, ∞秒（初期消火なし） 

 

Fig.1 対象地域 

 
Table 5 対象地域におけるポンプ車出動台数 

区分 ポンプ車出動台数の規定 

常備消防 

（消防本部）

桐生消防署 2台 

東分署 2台 

南分署 1台 

消防団 6分団 6台（各分団から1台ずつ） 
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象者が臨場感を伴って閲覧できるよう，これらの条件に

関する現地情報を可能な限り収集して火災延焼シミュレ

ーション内に反映することが望ましいと考えられる． 

そこで本研究では，Fig.1に示すエリア（群馬県桐生市

本町1丁目及び2丁目）をシミュレーション対象地域と

して定め，当該地域の町会の協力を得ながらこれらの情

報を収集した．Fig.1には，そこで収集された各情報を掲

載してある．このうち，簡易型屋外消火栓については，

現在のところ未設置であることから，当該地域住民を対

象とした防災懇談会を開催し，そこにおいてあくまで今

後の整備希望としての簡易型屋外消火栓の配置を参加者

とともに話し合うというかたちで情報収集を行った．な

お，対象地域での火災に対応する常備消防および消防団

からのポンプ車の出動台数の規定は，Table 5のようにな

っている． 

 

（2）延焼被災リスクの評価方法 

前節で概説したように，火災延焼シミュレーション・

モデルでは種々のシナリオ設定が可能となっているが，

とりわけ出火点の設定如何によりアウトプットの様相が

大きく異なるという基本的特徴を有するものである． 

そこで本研究では，対象地域内のすべての区画（3.1

参照）を出火点として順次設定したシミュレーションを

全区画対象分実行し，そこにおける各区画の延焼率pに

より延焼被災リスクを把握することとした．延焼率pの

定義は以下の通りである． 

 INFIRE COUNTCOUNTp   (1) 

ここで，燃焼中の区画からの伝熱の影響範囲（20mに設

定）の中にその区画が入ったシミュレーション回数

（COUNTIN）に対して，その区画が実際に延焼したシミ

ュレーション回数（COUNTFIRE）が占める割合を延焼率

p としている．なお，ある区画の延焼率 p を算出する際

には，その区画が出火点となるシミュレーション回はカ

ウント回数から除外する．このことにより，算出された

延焼率pは，その区画が純粋に他の区画から受ける「延

焼危険リスク」を表すこととなる． 

対象地域における区画の数は609区画である．すなわ

ち，１つの状況設定のもとでの延焼危険リスクの評価の

ためには 608 回（=609-1）のシミュレーションの実施を

要することとなる．なお，各回のシミュレーションでは，

計算時間に特定の上限は設けておらず，対象エリア内に

Table 6 各シナリオの想定条件 

“他人への働きかけ行動”により喚起が期待される

行動内容のリスト（Table1, Table 4参照）

想定Caseの比較組合せ一覧と 

その解釈 

住宅用火災

警報器の設

置有無 

消防署への

通報時間の

迅速化 

防火訓練参加等に

よる初期消火（簡

易型屋外消火栓操

作）の円滑化 

Fig.2 

Case 

1 

警報機の設置は無いもの

の，消防は最大限機能する

という，いわば現状再現に

近い状況想定． 

住民による

初 期 消 火

は．．． 

行われない 

影
響
な
し 

無 ti=0秒 初期消火なし 

Case 

2 
かなりもたつく状況 無 ti=0秒 to=120秒 

Case 

3 
ややもたつく状況 無 ti=0秒 to=90秒 

Case 

4 

極めて迅速に行われる状

況． 
無 ti=0秒 to=30秒 

Fig.3 

Case 

1 
警報機の設置は無く，住民

による初期消火も行われな

い状況． 

消 防 活 動

は．．． 

迅速な通報により迅速に

行われる 
影
響
あ
り 

無 ti=0秒 初期消火なし 

Case 

5 

火災覚知 10 分後にやっ

と遅れて通報する状況 
無 ti=600秒 初期消火なし 

Case 

6 

全く行われない，放任火

災の状況想定 
無 消防なし 初期消火なし 

Fig.4 

Case 

6 

消防が機能しない状況 

住民による

初 期 消 火

は．．． 

行われない 

影
響
あ
り 

無 消防なし 初期消火なし 

Case 

7 
かなりもたつく状況 無 消防なし to=120秒 

Case 

8 
ややもたつく状況 無 消防なし to=90秒 

Case 

9 

極めて迅速に行われる状

況． 
無 消防なし to=30秒 

Fig.5 

Case 

4 
消防は最大限機能し，住民

による初期消火も最大限機

能する状況 

住宅用火災

警報器の設

置．．． 

なし 影
響
あ
り 

無 ti=0秒 to=30秒 

Case 

10 
あり 有 ti=0秒 to=30秒 
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おける燃焼が全て終了するまでを計算時間としている．

また，延焼シミュレーション結果は風速の設定如何によ

って異なるものであるが，本稿の趣旨は複数の想定Case

間での相対比較であることから，ここでは全ての Case

において一定（無風：0m/s）としている． 

 

（3）“他人への働きかけ行動”の効果表現 

以上までの準備を行ったもとで，ここでは，次章で“他

人への働きかけ行動”の動機付けの促進効果を観察する

際に調査対象者へ提示する具体の資料を作成する．なお，

その一覧リストに，そこから読み取られる解釈を併記し

たものをTable 6として示す． 

 

a.「観点(a)：周辺世帯からの延焼被災リスクの存在」の

表現 

Fig.2は，出火点からの距離帯別に延焼率pを示したも

のである．ここにおける想定条件はTable 6に示す通りで

あり，「警報機の設置は無いものの，消防は最大限機能す

るという，いわば現状再現に近い状況想定」はCase1,2,3,4

に共通である．ここでの想定条件の差は，「住民による初

期消火の有無およびその迅速さ」のみであるが，Fig.2を

観ても明らかなように，住民による初期消火が行われよ

うと行われまいと，延焼率pには何の影響も見受けられ

ない様子が観てとれよう． 

この理由としては，以下のようなものが考えられる．

すなわち，「消防は最大限機能するという，いわば現状再

現に近い状況想定」のもとでは，延焼リスクは既に相当

なレベルまでに低減されており，この場に及んで「住民

による初期消火」などは何ら効果を発揮しえない状況と

なっていることが考えられる．このような状況は，まさ

しく冒頭の第1章にて触れたように，「消防体制が高度に

進展した現在の日本国内においては，大規模震災発生直

後などではない限り，常備消防および消防団による通常

の消火活動によって火災は短時間で消し止められる場合

0%
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60%

80%

100%

延
焼

率
p
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)

0 10 20 30

出火点からの距離(m)

【Case2】 to=120秒

【Case3】 to=90秒

【Case4】 to=30秒

【Case1】 初期消火なし

 

Fig.2 初期消火（簡易型屋外消火栓操作）の 

所要時間 t0の違いが延焼率pに及ぼす影響 
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Fig.3 通報時間 tiの違いが延焼率pに及ぼす影響 

 

【Case7】 to=120秒
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Fig.4 消防が機能しない状況下における初期消火（簡易型屋外消火栓操作） 

の所要時間 toの違いが延焼率pに及ぼす影響 
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【Case10】
住宅用火災警報機
あり

【Case4】
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なし

 

Fig.5 住宅用火災警報機の有無が 

延焼率pに及ぼす影響 
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が多く，一般住民の視点からは多数の家屋に延焼が拡大

するような事態は希であると捉えられている可能性があ

る」という状況を表しているものと解釈でき，このよう

な現状のなかで住民は「やってもやらなくても同じなら，

やらないでおく」といった思考に落ちつく可能性が想定

できよう． 

さて，Fig.2では，最大限機能する消防力の影響が多大

であるとの考察であったので，Fig.3においては，この消

防力を弱めた（通報を遅らせた）状況想定，すなわち

Case1を基準とした「火災覚知10分後にやっと遅れて通

報する状況（Case5）」および「全く行われない，放任火

災の状況想定（Case6）」の対比関係を観ることとする．

これによると，消防力の弱体化（通報の遅延化）は明ら

かに延焼率の大幅な上昇となって地域に顕在化する様子

を見て取ることができ，地域の潜在的な延焼被災リスク

の存在を確認することができよう．逆に言えば，如何に

現状の社会が高度な消防力によって守られているのか，

そして早期の通報が如何に重要なのかを，如実に表して

いる結果とも捉えることができよう． 

 

b.「観点(b)：“他人への働きかけ行動”が延焼被災リス

クの低減に一定の効果を持ち得ること」の表現 

一方，最大限の消防力に守られた状況下ではその延焼

率に及ぼす効果が全く見受けられなかった「住民による

初期消火」について，Fig.3で観たような「消防力が全く

機能しない状況想定下」において同様に確認してみるこ

ととする（Fig.4）．これによると，全体として出火点か

ら遠く離れた位置においても延焼率は相当に高いものと

なってはいるものの，その中で，より迅速な住民の初期

消火による延焼率の低減効果を確認することができる． 

ここで，Fig.2 と Fig.4 とを対比して観てみるならば，

最大限の消防力に守られた現在の社会（Fig.2）において

は，例えば Fig.4 などの提示により「地域住民の手によ

る迅速な初期消火の有効性」，「初期消火の迅速性を向上

させるための消防訓練等への参加の有用性」といった点

を改めて認識することは有用であるように思われる． 

次に、出火点における住宅用火災警報器の設置により、

周辺世帯への延焼被災リスクがどの程度変化し得るのか

について Fig.5 において見てみる．これによると，出火

点から 20ｍ以内の範囲において延焼リスクが大幅に下

がっている様子を確認することができる．すなわち，住

宅用火災警報器の設置は，一般的には自宅からの出火の

際の逃げ遅れ回避などの利己的な利益が第一義的に強調

されるところではあるが，それと同時に自身や周辺住民

の火災覚知時間の短縮化によって，結果として周辺家屋

の延焼リスクの低減にも繋がる可能性を示唆するものと

解釈できる． 

以上より，周辺世帯へ「防火訓練参加による初期消火

の円滑化（消火栓操作等の時間短縮）」や「消防署への通

報の迅速化」や「住宅用火災警報器の設置」を勧めたり

働きかけたりするなどの“他人への働きかけ行動”は，

自身にとっても大きなメリットを生じさせる可能性が大

きいということが，一連の図により表現されていると言

えよう． 

 

 

4. “他人への働きかけ行動”の一般的傾向の把握

とその促進 
 

以上までで，「観点(a)：周辺世帯からの延焼被災リス

クの存在」ならびに「観点(b)：“他人への働きかけ行動”

が延焼被災リスクの低減に一定の効果を持ち得ること」

に関して，火災延焼シミュレーション・モデルによるア

ウトプットを利用した表現の可能性について確認された．

そこで，ここでは“他人への働きかけ行動”の動機付け

に関する一般的傾向を調査により把握することで仮説 1

に考察を加えるとともに，前章での火災延焼シミュレー

ションによるアウトプットを具体に閲覧した場合におけ

る“他人への働きかけ行動”の動機付けの促進効果を観

察することで仮説2に考察を加えることとする． 

 

4.1. 仮説検証のための実験条件 

 

検証実験はTable7に示す実施概要にて行った．手順は

以下の通りである． 

まず，講義冒頭にて担当教員から何の解説も加えない

状況下（すなわち原初状態）における「事前調査」を実

施した．この検証作業に主として関係する設問内容は，

「(Q1)隣近所の人々に，火災危険性の低減のための心が

けをするよう働きかけたいと思うか否か（以降では“他

人への働きかけ行動意向”と呼称）」と，その比較対象と

して「(Q2)自分自身が，火災危険性の低減のために心が

けたいと思うか否か（以降では“自身の心がけ行動意向”

と呼称）」の2問である．約10分程度の解答記述時間を

設けた． 

その後，約70分程度の講義を行う．ここでの講義内容

は，前章にて作成したFig2～Fig.5に関する内容を含む火

災に関するトピックである．したがって，“他人への働き

Table 7 仮説検証のための実証実験の実施概要 

実施日 2010.7.13，2010.7.20の2日間 

実施対象 群馬大学工学部学生190名 

実施方法 ①講義冒頭10分間で質問紙（事前調査）を配布． 

記入後に回収 

②第3章で検証した資料提示を含む講義を実施 

③講義末尾10分間で質問紙（事後調査）を配布． 

記入後に回収 
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かけ行動”の動機付けが喚起されると想定された「観点

(a)：周辺世帯からの延焼被災リスクの存在」および「観

点(b)：“他人への働きかけ行動”が延焼被災リスクの低

減に一定の効果を持ち得ること」に関する内容は明確に

含み持つ講義となっている． 

講義末尾の約10分間で，上記の刺激を受けた状態での

「事後調査」を実施した．調査内容は事前調査の設問内

容と全く同一である． 

ここでの関心事項は， Q1 および Q2 の事前調査と事

後調査との間における変化の動向にある． 

 

4.2. 実験結果 

 

（1）仮説 1に関する検証 

Fig.6は事前調査の結果を示したものである．これを観

ると，“Q2：自身の心がけ行動意向”に関しては「しよ

うと思う」側の回答が全体の 85.0%を占めるに至ってい

る一方，“Q1：他人への働きかけ行動意向”に関しては

その逆で，多くの回答者は「しようとは思わない」側の

意向を示していることが明瞭である． 

すなわち，2.2にて提示した『仮説1：ましてや具体の

金銭的費用負担を伴わない“他人への働きかけ行動”な

どの行為は容易に実施されるであろう』については，明

らかに支持されない結果となった． 

 

（2）仮説 2に関する検証 

一方，Fig.7は事後調査の結果を示したものである．こ

れによると，“Q1：他人への働きかけ行動意向”に関し

て，Fig.6にて観察された傾向とは相反するかたちで，「し

ようと思う・どちらかというとしようと思う」の回答が

75.5%を占めるに至っており，大幅な増加となっている． 

すなわち，この結果は，事前調査と事後調査との間に

行われた「観点(a)」および「観点(b)」に関する情報提示

の刺激を受けたうえでのものであることは明確であるこ

とから，2.2で示した『仮説2：“他人への働きかけ行動”

の動機付けを持つためには，「観点(a)：周辺世帯からの

延焼被災リスクの存在」を十分に認識したうえで，さら

に「観点(b)：“他人への働きかけ行動”が延焼被災リス

クの低減に一定の効果を持ち得ること」を認識している

ことが前提条件となろう』を支持するものと解釈するこ

とができよう iii)． 

なお，ここでは，“Q2：自身の心がけ行動意向”に関

しても，事前調査に比べて「しようと思う」側の回答比

率が増加している点も興味深い．また，ここでの単発的

な情報提供によって生じた種々の変化が短期的なものな

のか，あるいは長期的にも持続可能なものなのかについ

てはここでは検証が不可能なため，今後の追跡的な検証

は重要であると考えられる． 

 

 

5. おわりに 
 

本研究では，地域内の延焼被災リスク低減のための地

域防災力が“内発的”に活性化されるための要件につい

て，いくつかの考察を行った．ここでの“内発的”とは，

延焼被災リスク軽減行動が，あくまでも地域コミュニテ

ィ内の住民による自発的な「働きかけ」によって喚起さ

れるような状況が重要との認識のもと，「周辺世帯の火災

延焼軽減行動を喚起するような働きかけ行動」に着目し

て検証を行った． 
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Fig.7 事後調査の回答分布 
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Fig.6 事前調査の回答分布 
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その結果，周辺世帯からの延焼被災リスクの存在を十

分に認識している個人であるならば，「周辺世帯の心がけ

を喚起するような働きかけ行動」の動機付けをもつ傾向

にあることが確認された．とりわけ，このような行動は，

利他的行動としてではなく，利己的な動機付けによって

も十分に説明がつく可能性が示された点は興味深いとこ

ろである． 

しかし一方で，そのような“他人への働きかけ行動”

の動機付けをもつような人は必ずしも多数派ではない現

状も示された．とりわけ，高度に進展した消防体制に守

られた日本国内の現状においては，その傾向は顕著なも

のになることが想定される．これに対して，その動機付

けを喚起するためのコンテンツを本稿では作成し，本稿

での調査対象者に対しては一定の有用性を確認すること

ができた．無論，本稿での調査は大学生サンプルを用い

たものであることから，この調査結果の数字自体に一般

住民の代表性をもって解釈を与えることは適切ではない．

今後においては，このようなコンテンツの有用性を一般

住民に対しても検証する作業が課題として挙げられる． 

なお，このコンテンツ作成の過程で構築した延焼シミ

ュレーション・モデルは，その各パーツの基本構造は既

存研究によるところが多くを占めており，モデル構造自

体の新規性は認めにくい．しかし，その活用・運用方策

に関して，既存研究のほとんどが「大規模震災時におけ

る複数火災発生」を想定したもとで実施される諸活動の

評価に主眼が置かれるのに対して，本研究ではむしろ，

日常火災における常備消防・消防団・地域住民による諸

活動の活性化を目的としている点において特徴的である

と考えている．すなわち，本研究において得られた知見

の社会技術としての意義は，たとえ既存技術の延焼シミ

ュレーション・モデルの援用の範疇であったとしても，

その援用の仕方の工夫次第では，平時における他人への

働きかけ行動を喚起し，延焼リスク軽減のための地域防

災力の内発的向上に寄与し得る可能性を示すことが出来

たという点にあると考えている． 
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i) 心理学分野等での「内発的動機付け」の一般的な定義で

は，それが「内発的か外発的か」の境界は，その動機付

けが行為者個人の内部（個人的な嗜好や好奇心，または

仕事のやりがいなど）にあるのか否かに置かれる．この

ような“個人”を単位として捉える観点からは，本稿に

おける「他者からの働きかけにより喚起された個々の行

為」は外発的動機付けの性格がむしろ強い．一方，本研

究で着目する「地域防災力の内発的向上」における「内

発的か外発的か」を区分する境界は，その動機付けが地

域内に内在するのか地域外に存在するのかに置かれてい

る．したがって，本稿で言及する「地域防災力の内発的

向上」は，「“（個人単位で捉える場合の）外発的な動機付

け”が地域の中に内在しているような状況」と換言する

こともできる． 

ii) このような特徴を有する火災以外の事例のひとつに，耐

震化対策行動が挙げられよう．すなわち，自宅の地震被

災の危険性は，主として「自宅が単独で崩壊することに

よる危険性」と「周辺家屋の倒壊により自宅が被災する

危険性」とに分けることができる．ここで，後者の危険

性を低減しようとする利己的な動機を強く持つほどに，

周辺世帯に耐震化を行うように働きかける動機付けを持

つはずである．このようなロジックは本研究で着目した

火災におけるものと同様である．しかし，例えば河川洪

水や土砂災害などにおいては，このようなロジックを利

用した地域防災力の内発的向上を期待することは難しい

と考えられる． 

iii) ここで確認されたことは，「観点(a)と観点(b)の両方」を提

示した場合には少なくとも「他人への働きかけ行動意向

の向上」が観測されたという事実である．ここにおいて

「観点(a)のみ」を提示した場合や「観点(b)のみ」を提示

した場合の変化については把握されておらず，この点に

ついては今後の検討課題である． 
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It is thought that there are two types of fire risks. The one is the causing fire risk by oneself, and another is the 
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against the latter, it is important additionally for neighbors to be prepared for fire. Such characteristics of the suffering 
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